
 

岐阜市民福祉活動センター（障害者生活支援センター）の 

管理運営に関する協定書（参考） 

 

岐阜市（以下「市」という。）と△△△△△（以下「指定管理者」という。）とは、岐阜市民福

祉活動センター（障害者生活支援センター）（以下「施設」という。）の管理運営に関する業務

（以下「管理業務」という。）について、次のとおり協定を締結し、信義に従って誠実にこれを

履行するものとする。 

 

（趣旨） 

第1条 この協定は、施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、岐阜市民福祉活動セ

ンター条例（平成13１３年岐阜市条例第１３号。以下「条例」という。）第６6条の規定により

指定された指定管理者が行う施設の管理運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（期間） 

第2条 指定管理者による本施設の管理運営する期間は、令和４年４月１日から令和９年３月３

１日までとする。 

2 この協定の期間は、前項の規定による指定期間と同じ期間とする。 

（会計） 

第3条 管理業務に係る会計は、毎年４月１日から翌年３月３１日までを会計年度とし、独立し

た区分による経理を行わなければならない。 

（管理業務） 

第4条 指定管理者は、条例第８条第１項第１号の規定に基づき、次に掲げる管理業務を行う。 

(1) 施設の管理に関する業務 

(2)  (1)に掲げる業務のほか、施設の管理上市長が必要と認める業務 

2 前項各号に掲げる業務の細目は、別紙の募集要項、仕様書及び事業計画書に記載されたとお

りとする。 

3 指定管理者は、公の施設であることを常に念頭に置いて、公正に管理業務を実施しなければ

ならない。 

4 指定管理者は、管理業務の実施に当たっては、関係法令及び条例等を遵守しなければならな

い。 

 （指定管理以外の業務）  ※応募者より提案があった場合 

第5条 指定管理者は、・・・・・・利用者サービスの観点から、前条に規定する業務のほか、以

下の業務を行うものとする。 

(1) ・・・・・・・・・ 

(2) その他市及び指定管理者が必要とする業務  

2 前項第１1号に掲げる業務については、指定管理者が市から施設の目的外使用許可を受けて

運営するものとする。 

 （管理物件） 

第6条 指定管理者が管理する施設及び物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、別に市が

提示する公有財産台帳及び備品台帳によるものとし、（前条第２項に係るものを除き、）指定

管理者は無償で使用できるものとする。 

2 指定管理者は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理し、又は使用しなければ

ならない。 

資料４ 



 

3 指定管理者は、管理物件を管理業務以外の用に使用してはならない。ただし、市の承認を受

けた場合は、この限りでない。 

4 指定管理者は、管理物件の形状、形質等を変更してはならない。ただし、市の承認を受けた

場合は、この限りでない。 

5 指定管理者は、災害、事故等により管理物件を滅失し、又は毀損した場合は、速やかに市に

報告し、その指示を受けなければならない。 

6 指定管理者は、自己の責めに帰すべき事由により管理物件を滅失し、又は毀損した場合は、

指定管理者の負担において管理物件を原状に復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（情報の取扱い） 

第7条 指定管理者は、管理業務の実施に係り取得又は保有した個人情報の取扱いについては、

岐阜市個人情報保護条例（平成１６年岐阜市条例第１号）の規定に準じて取り扱わなければ

ならない。 

2 指定管理者及び施設の管理業務に従事する者は、管理業務の実施によって知り得た秘密及び

市の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用しては

ならない。指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

3 指定管理者は、管理業務の実施に係り作成、取得又は保有をした文書については、岐阜市情

報公開条例（昭和６０年岐阜市条例第２８号）の規定に準じて取り扱わなければならない。 

4 指定管理者は、前項の指定管理者が保有する文書に関し、情報公開の請求があった場合は、

市と協議し必要な措置を講じるものとする。 

5 指定管理者は、市から管理業務に係る文書の提供の依頼があった場合は、市に当該文書の提

供をするものとする。 

（管理業務従事者等） 

第8条 指定管理者は、管理業務に従事する者の氏名をあらかじめ市に通知しなければならない。 

2 指定管理者は、管理業務に従事する者の中から、責任者を定め、市に通知しなければならな

い。 

3 指定管理者は、前２項の規定による通知に係る事項に変更がある場合には、直ちに市に通知

しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第9条 指定管理者は、管理業務を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらか

じめ市の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

（権利譲渡禁止） 

第10条 指定管理者は、協定書を締結したことにより生じる権利義務を第三者に譲渡し、若し

くは継承させ、又は担保に供してはならない。ただし、市においてやむを得ないと認め市議

会の同意を得た場合は、この限りでない。 

（損害の賠償） 

第11条 指定管理者は、管理業務の実施にあたり、指定管理者の責に帰すべき事由により市又

は第三者に損害を与えた場合は、損害を補償しなければならない。 

2 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ市が損害を賠償したときは、市は指

定管理者に対して求償権を有するものとする。 

（リスク分担） 

第12条 管理業務に関するリスク分担については、別記１のとおりとする、 

2 前項に定める事項に疑義がある場合又は前項に定める事項以外の不測のリスクが生じた場



 

合は、市と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定する。 

（非常時の対応） 

第13条 指定管理者は、災害、事故、犯罪等の非常事態の発生が予想されるとき又は発生した

ときは、直ちに市に報告し、その指示を受けなければならない。ただし、事態が緊急を要する

場合においては、利用者の安全確保に関する措置及び施設等の保全措置を優先して講じた後、

速やかに市に報告しなければならない。 

2 指定管理者は、事前に、非常時のマニュアルや緊急連絡網の作成等、非常時に対応できる体

制を整備し、これを市に届け出なければならない 

 （災害時の対応） 

第14条 指定管理者は、施設の営業時間内に、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)に規

定する地震、暴風、洪水その他の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合において、避難

情報が発令され、又は発令される前に施設利用者が滞留する場合又は自主的避難者がいる場

合は、速やかに市へ報告し、その対応について市と協議しなければならない。 

2 指定管理者は、市との協議により施設に自主避難者等を受け入れる場合は、これに協力する

ものとする。 

3 市は、自主避難者等を指定避難所等に受け入れるため、他の避難所等を開設し、自主避難者

等を避難させるものとする。ただし、災害の状況により避難させることが困難な場合は、こ

の限りでない。 

4 指定管理者は、市の指示により自主避難者等を受け入れた場合は、施設内で発生した避難者

及び物資に係る事故について責任を負わないものとする。 

5 指定管理者が災害対応業務等で支出した費用については、合理性が認められる範囲で市が負

担することを原則として、市と指定管理者の協議により決定するものとする。 

6 施設に自主避難者等を受け入れる場合の市の遵守事項は、次のとおりとする。 

 (1) 市は、指定管理施設で混乱が生じないように連絡体制及び安全管理に万全を期すととも

に、施設等に破損、滅失等が生じないように十分配慮する。 

 (2) 市は、施設等が著しく破損し、又は避難者等の受け入れが限界を超え、使用不能となっ

た場合には、他の避難所の確保等に努める。 

 (3) 市は、指定管理施設の避難所としての使用が長期にわたる等の理由により、指定管理者

の通常業務に支障を来すおそれが生じた場合には、速やかに他の避難所の確保等に努め

る。 

 (4) 市は、指定管理施設の避難所としての使用が終了したときは、責任をもって速やかに廃

棄物の処理等を行う。 

（事業計画書の提出） 

第15条 指定管理者は、第３条に規定する会計年度毎に、翌年度の管理業務に係る事業計画書

及びその経費の明細を２月末日までに市に提出し、その承認を得なければならない。 

2 指定管理者は、前項の承認を受けた後に事業計画を変更しようとするときは、あらかじめ市

と協議し、承認を得なければならない。この場合において、経費の明細は、前項の規定にかか

わらず、市が定める日までに提出するものとする。 

（事業報告等） 

第16条 指定管理者は、毎月終了後１０日以内に、次に掲げる事項を記載した月毎の事業報告

書を作成し、市に提出しなければならない。 

(1) 管理業務の実施状況 



 

(2) 施設の利用状況（開館日数、利用者数、一日平均利用者数及び年度ごとの累計等） 

(3) 前２2号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事

項 

2 指定管理者は、毎年度終了後５０日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、

市に提出しなければならない。ただし、年度の途中において指定を取り消されたときは、そ

の取り消された日から起算して３０日以内に当該日までの間の事業報告書を提出しなければ

ならない。 

(1) 管理業務の実施状況 

(2) 施設の利用状況（開館日数、利用件数、一日平均利用者数及び年度ごとの累計等） 

(3) 管理経費等の収支状況 

 (4) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

3 市は、必要があると認める場合には、指定管理者に対し、前２項に掲げるもののほか管理業

務及び経理の状況に関し、必要に応じて報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

4 市は、必要があると認める場合には、指定管理者に対し、貸借対照表、損益計算書など直近

の経営状況を確認できる書類の提出を求めることができる。 

5 指定管理者は、第3項の規定による指示に従い、是正等の措置を講じ、市に対しその措置の

内容を速やかに報告しなければならない。 

（指定の取消し等） 

第17条 市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の指

定を取り消し、又は業務の全部若しくは一部を停止させ、支払った委託料（第４条の管理業

務の実施に対する対価をいう。以下同じ。）の全部若しくは一部の返還及びこれにより生じた

損害の賠償を命じることができる。 

(1) 指定管理者が、関係法令、条例、規則又はこの協定に基づく市の指示に従わないとき。 

(2) 指定管理者が、関係法令、条例、規則又はこの協定に違反したとき。 

(3) 指定管理者として指定を受ける際の申請資格に不適合となったとき。 

(4) 指定管理者の経営状況が著しく悪化するなど、公の施設の管理に重大な支障が生じるお

それがあるとき。 

2 前項の規定に基づき、指定管理者の指定を取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停

止することにより生じた指定管理者の損害については、市はその責めを負わないものとする。 

3 指定管理者は、第１項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、速やかに施設

及び物品等を市に返還しなければならない。 

4 指定管理者は、第１項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の全部若

しくは一部を停止された場合に、既に委託料が支払われているときは、市の指定する期日ま

でに当該指定の取消し又は管理業務の全部若しくは一部の停止に係る期間に対して支払われ

た委託料として市が計算して定める金額を市に返納しなければならない。 

5 市は、第１項に規定する場合のほか、必要があるときは、業務の全部又は一部を廃止するこ

とができる。この場合において、市は、廃止しようとする日の３０日前までにこれを指定管

理者に通知し、指定管理者の指定を取り消さなければならない。 

6 前項により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償については、市と指

定管理者が協議して定める。 

（原状回復義務） 



 

第18条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は指定を取り消され、若しくは期間

を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理物件を速やかに

原状に復さなければならない。ただし、市の承認を得たときは、この限りでない。 

2 市は、指定管理者が前項の義務を履行しないときは、これを原状に復し、その費用を指定管

理者に請求することができる。 

（文書の保存） 

第19条 指定管理者は、管理業務を実施するに当たって指定管理者が保有する文書は、指定の

期間が満了し、又は指定を取り消された後においても、岐阜市文書取扱規則（昭和４９年岐

阜市規則第６号）に準じて保存しなければならない。 

（重要事項の変更） 

第20条 指定管理者は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく

市に届け出なければならない。 

（管理業務の引継） 

第21条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期

間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、市の指示に従い、速や

かに管理業務に関する事務及び文書を市又は市が指定した者に対して市の指定する期日まで

に引き継ぐとともに、引継ぎ書を作成しなければならない。 

（委託料、支払い方法） 

第22条 各年度の委託料の額は、次のとおりとする。 

令和４4年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和５年5年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和６6年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和７7年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和８8年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

2 指定管理者は請求書により、市に委託料を請求するものとする。 

3 委託料の支払い方法は、前金払いとし、別記２のとおり支払うものとする。 

（協定外の事項） 

第23条 この協定に定めない事項について疑義が生じたときは、市と指定管理者とは誠意を持

って協議して定めるものとする。 

 

市と指定管理者とは、本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上、そ

れぞれ各１通を保有する。 

 

    年  月  日 

 

               岐阜市    代表者 岐阜市長 ○ ○ ○ ○ 

 

               指定管理者  住所     ○○○○○○○ 

商号又は名称 ○○○○○○○○ 

氏名     ○○○○○ 

 



 

       リ ス ク 分 担   （負担者側に ○） 

№ 種類 リスクの内容 
負 担 者  

市 指定管理者 

1 
指定管理（運営管理）への

円滑な移行（引継ぎ） 

指定管理者の責めに帰すべき事由により円滑な移行がで

きない場合 
  ○ 

上記以外の場合 ○   

2 運営の基本的な考え方 
法令事項 ○  

上記以外の場合  ○ 

3 法令等の変更 
市の指示によるもの ○   

指定管理者の事業放棄又は破綻   ○ 

4 不可抗力 天災、暴動等による履行不能 ○   

5 許認可遅延 

事業の実施に必要な許認可取得の遅延、失効等（市が取

得するもの） 
○   

上記以外の場合   ○ 

6 計画変更 事業条件の変更等 ○   

7 管理運営費上昇 事業条件変更以外の要因による管理運営費の増大   ○ 

8 施設及び物品の損傷 
指定管理者の責めに帰すべき事由による場合   ○ 

上記以外の場合 ○   

9 性能不適合 協定により定めた要求水準に不適合   ○ 

10 需要変動 

利用者数の変動等の需要変動   ○ 

インフレ、デフレ及び公共料金の変動   ○ 

上記以外で実施条件を超える需要変動 ○   

11 
施設内の施設、物品及び

現金の管理 
  ○ 

12 苦情・事故への対応 
市の責に帰すべき事由による場合 ○  

上記以外の場合  ○ 

13 災害による施設の復旧  ○  

14 利用者への対応 

施設の瑕疵等施設所有者の責めに帰すべき事由による場

合 
○   

上記以外の場合   ○ 

15 第三者等への賠償 施設運営上の周辺住民等への損害（騒音、振動、臭気等）   ○ 

  

別記１ 



 

令和４年度～令和８年度 

岐阜市民福祉活動センター（障害者生活支援センター）委託料月別内訳書 

 

月 金額（税込） （円） 

４月分  

５月分  

６月分  

７月分  

８月分  

９月分  

１０月分  

１１月分  

１２月分  

１月分  

２月分  

３月分  

合計  

 

        ただし、支払日が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号） 

        に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）に当たるときは、その日前において、 

        その日に最も近い日曜日、土曜日又は祝日法による休日でない日とする。 

別記２ 


